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１ 平成２７年度保健福祉局予算要求総括表及び経営方針 

（１）平成２７年度保健福祉局予算要求総括表 

【一般会計】 

 平成２７年度要求総額   １４７，０４０，１３２千円 

（平成２６年度予算額    １４０，９４０，２２５千円） 

 前年度比     ４．３％ 

《主な事業》 

（単位：千円） 

事 業 名 

平成２７年度 

予算要求額 

（Ａ） 

平成２６年度 

予 算 額 

（Ｂ） 

増  減 

（Ａ－Ｂ） 

（仮称）北九州認知

症支援・介護予防セ

ンター整備事業 

認知症対策普及・相談・支援事

業 

障害者差別解消

法推進事業 

総合療育センタ

ー再整備事業 

生活困窮者自立支援事

業 

生活保護費 

犬猫致死処分ゼ

ロ対策事業 

斎場大規模改修事業

67,771

12,565

14,095

193,351

132,813

46,595,000

32,262

408,203

0

8,959

1,500

64,000

41,784

46,886,000

0

302,000

67,771

3,606

12,595

129,351

91,029

▲291,000

32,262

106,203
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【国民健康保険特別会計】 

平成２７年度要求総額   １３３，３８６，９６４千円 

（平成２６年度予算額    １１９，１４４，０００千円） 

 前年度比   １２．０％ 

【食肉センター特別会計】 

平成２７年度要求総額       ４９１，９１２千円 

（平成２６年度予算額        ５７７，０００千円） 

 前年度比 ▲ １４．７％ 

【介護保険特別会計】 

平成２７年度要求総額    ９１，２９２，０２９千円 

（平成２６年度予算額     ８９，３９３，６００千円） 

 前年度比    ２．１％ 

【後期高齢者医療特別会計】 

平成２７年度要求総額    １５，５０５，５３９千円 

（平成２６年度予算額     １４，６５４，０００千円） 

 前年度比    ５．８％ 
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（２）平成２７年度 保健福祉局経営方針 

少子高齢化の急速な進行、単身世帯の増加、地域人口の減少など、市民の暮らし

を取り巻く環境は急速に変化している。こうした中、健康と生活を支える社会保障

の仕組みや制度も大きな転換期を迎えており、市民と行政が一体となって、地域で

の暮らしを支える新しいシステムをどのようにつくり、支えていくか、その対応が

問われている。 

保健福祉局では、保健・医療・福祉の対象が、一人ひとりが豊かな個性を持つ「ひ

と」であるという原点に立ち、すべての市民がお互いを尊重しながら、安全で住み

やすく、信頼できる地域をともにつくる「地域主義」を基本として、本市ならでは

の「地域包括ケアシステム」の構築を目指す。 

このため平成２７年度は、これまでの保健福祉施策の枠組みや組織の縦割りを超

え、専門性の強化を図り、下記の 5 つの基本的視点から、地域の実情やニーズに応

じたきめ細かな施策を推進する。 

1  健康の維持・向上  

すべての世代が地域のつながりの中で、健やかで心豊かに生活できるよう、「健

康づくり推進プラン」や「食育推進計画」に基づき、市民の自律的・主体的な健

康づくり活動を支援する。 

【重点事業】 

○【新規】（仮称）北九州認知症支援・介護予防センター整備事業 

○【新規】歯科健診未受診者対策 

○【新規】地域リハビリテーション活動支援事業 

○ がん検診推進事業                        など 

2  高齢者施策の推進  

介護が必要になっても住み慣れた地域で生活を継続できるよう、医療・介護・

介護予防・住まい・生活支援のサービスが一体的に提供される「地域包括ケアシ

ステム」の構築を目指し、「（仮称）第四次北九州市高齢者支援計画」に基づき、

地域支援の基盤づくりを推進する。 

【重点事業】 

○【新規】在宅医療・介護連携推進事業 

○【拡充】地域包括支援センター運営事業 

○【拡充】認知症対策普及・相談・支援事業 

○【拡充】認知症初期集中支援チーム運営事業       など 
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3  障害者施策の推進  

障害があっても、一人の市民として、自分らしく生活できる地域社会の実現に

向けて、「障害者支援計画」に基づき、市立障害福祉施設の再整備を図るととも

に、人権の尊重、雇用・就業機会の拡大など、安心していきいきと暮らすことの

できる共生のまちづくりを推進する。 

【重点事業】 

○ 障害者差別解消法推進事業 

○【新規】（仮称）障害者ワークステーション事業 

○ 総合療育センター再整備事業 

○ 総合療育センター西部分所整備事業 

○ ＮＵＫＵＭＯＲＩ（ぬくもり）プロジェクト推進事業    など 

4  地域における見守り・支え合いのネットワークづくり  

地域社会が一体となった見守り・支え合いのネットワークを更に充実させ、地

域と行政が協働して、高齢者世帯の見守り、認知症高齢者や家族介護者への支援

などに取り組む。 

また、生活を支える最後のセーフティネットである生活保護の適正実施に取り

組むとともに、生活保護に陥る前段階の自立支援策の強化を図る。 

【重点事業】 

○【新規】北九州市地域福祉計画の改定 

○【新規】地域相談支援事業 

○【拡充】生活困窮者自立支援事業 

○ 買い物応援ネットワークの推進 

○ 生活保護適正化等事業                 など 

5  地域を支える医療・衛生管理体制の充実 

市民の健康と安全を守り、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、感染症

対策や食の安全の確保など、医療・衛生管理体制の更なる充実に取り組む。 

【重点事業】 

○【新規】２０２５年に向けた地域医療ビジョン調査・研究事業 

○【拡充】新型インフルエンザ対策事業 

○【新規】犬猫致死処分ゼロ対策事業 

○ 斎場大規模改修事業 

○ 食肉センター老朽化対策事業                   など 
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２ 重点的に取り組みを行う主なもの 

（１） 健康の維持・向上 

Ⅱ－２・新規 （仮称）北九州市認知症支援・介護予防センター整備

事業 

６７，７７１千円 

認知症施策及び介護予防事業の普及・啓発をより一

層推進していくための全市レベルの拠点施設として

「（仮称）北九州市認知症支援・介護予防センター」

を平成２８年４月に開設する。 

Ⅱ－２・新規 歯科健診未受診者対策 

１４，１１３千円 

他都市と比べても受診率の低い１歳６か月児歯科健

診・３歳児歯科健診の未受診者への個別勧奨及びアン

ケートを実施することで、受診率の向上を図るととも

に、未受診者の動向を把握し、今後の受診率向上策を

検討する。 

さらに、医療・教育など関係機関への啓発活動を充

実させることで、保護者または市民の口腔保健に対す

る意識の向上を目指す。 

Ⅱ－２・新規 ロコモ予防推進員養成事業（介護特会） 

２，４６９千円 

要介護状態になる原因の約2割を占めるロコモティ

ブシンドローム（運動器症候群）に関する正しい知識

や自宅で簡単に取り組むことができる予防運動等を広

く市民に伝えるため、ロコモ予防推進員を養成し、身

近な地域でロコモ予防の普及・啓発を行い、健康寿命

の延伸を図る。 

Ⅱ－２・新規 地域リハビリテーション活動支援事業（介護特会） 

２２，９８５千円 

住民運営の通いの場での地域活動や地域ケア個別会

議、訪問・通所事業等にリハビリテーション専門職が

関与し、自立支援の視点でリハ技術の伝達や人材の育

成を行い、地域における介護予防の取り組みの機能強

化を図る。 
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Ⅱ－２・継続 がん検診推進事業 

１９６，４６６千円 

（うち３月補正予算前倒し分 ８６，３９３千円） 

一定の年齢の方に、子宮頸がん検診・乳がん検診・

大腸がん検診の無料クーポンや検診手帳を送付する。 

また、平成 25 年度に子宮頸がん検診・乳がん検診

の無料クーポンの配布を受けたが、使用しなかった方

に対して再度、無料クーポンを送付するとともに、使

用した方に対しては個別勧奨ハガキを送付することで、

受診率の向上・検診受診活動の定着化を図る。 

 Ⅱ－２・継続 特定健診・特定保健指導（国保特会） 

７１７，８７７千円 

生活習慣病を予防するための特定健診の受診率向上

を図るとともに、特定保健指導を実施する。また、特

定保健指導非対象者にも保健指導を行う。 

さらに、慢性腎臓病予防に向けて、健診結果からか

かりつけ医・専門医とをつなぐ連携システムを継続し

て運用し、生活習慣病予防及び重症化予防を進める。 

（２） 高齢者施策の推進 

Ⅱ－２・新規 在宅医療・介護連携推進事業（介護特会） 

４９，２１５千円 

医療と介護の両方を必要とする高齢者等が、できる

限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けること

ができるよう、在宅医療連携拠点を整備し、在宅医療・

介護サービス提供者の連携推進に取り組む。 

Ⅱ－２・拡充 地域包括支援センター運営事業（介護特会） 

６５４，０４４千円 

（うち拡充分 ７５，３４４千円） 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続でき

るよう、全ての市民センターを曜日を決めて巡回する

など、高齢者や家族、関係者などからの、保健・医療・

福祉や権利擁護に関する幅広い相談に応じる。また、

関係機関と適切に連携し、地域包括ケアシステム構築

を中心となって推進する。 
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Ⅱ－３・拡充 権利擁護・市民後見促進事業 

９，９７６千円 

（うち拡充分 ４，９５８千円） 

成年後見制度のニーズの高まりに対応するため育成

している「市民後見人」が行う後見活動の支援体制を

整備して、市民後見推進体制の充実を図る。 

Ⅱ－１・拡充 認知症対策普及・相談・支援事業 

１２，５６５千円 

（うち拡充分 ４，８４６千円） 

認知症を理解して認知症の人やその家族を地域で温 

かく見守り、支える「認知症サポーター」の養成を推 

進するとともに、本人や介護する家族が不安や悩みを 

気軽に相談できるコールセンターを運営する。 

 Ⅱ－１・継続 認知症高齢者等安全確保事業（介護特会） 

３，３８７千円 

認知症による徘徊行動により行方不明となった高齢 

者の早期発見・早期保護を図るため、「徘徊高齢者等 

SOS ネットワークシステム」の運営や、一時保護施設 

の確保、GPS を活用した位置探索サービスの提供を行 

う。また、平成２７年度以降、徘徊捜索模擬訓練普及 

事業を実施し、早期発見につなげる。 

Ⅱ－２・拡充 認知症初期集中支援チーム運営事業（介護特会） 

２１，４１３千円 

（うち拡充分 １２，４１３千円） 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限

り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられるため

に、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初

期集中支援チーム」を配置し、早期診断・早期対応に

向けた支援体制を構築する。 

Ⅱ－２・継続 民間老人福祉施設整備補助事業 

１，２８３，６１０千円 

要介護高齢者が、在宅生活が困難になった場合など

においても、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続

することができるよう、（仮称）第四次北九州市高齢者

支援計画に基づき、基金を活用して、民間事業者が行

う介護保険施設等の整備に対する補助を行う。 
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（３） 障害者施策の推進 

 Ⅲ－１・継続 障害者差別解消法推進事業 

                   １４，０９５千円 

「障害者差別解消法」の平成 28年 4月施行に向け、

障害者、障害者団体、民間事業者、学識経験者等で構

成する 「(仮称)障害者差別解消法連絡会議」等を設

置し、「相談・紛争防止のための体制整備」「周知啓発

活動」等、国の「基本方針」が求める様々な支援措置

の具体化を検討し、障害を理由とした差別の解消を推

進する。 

Ⅱ－２・新規 （仮称）障害者ワークステーション事業 

１，２０４千円 

知的障害者や精神障害者に市役所内での業務経験の

場を提供し、民間企業等への一般就労をサポートする

ことを目的に、新たに「（仮称）障害者ワークステーシ

ョン」を設置し、専任の指導員と、しごとサポートセ

ンターによる個々の職業能力に応じた段階的な就労支

援を行う。 

Ⅱ－２・継続 総合療育センター再整備事業 

１９３，３５１千円 

障害児の療育及び医療の中核施設である総合療育セ

ンターの再整備に向けて、実施設計等を行う。 

Ⅱ－２・継続 （仮称）総合療育センター西部分所整備事業 

６１４，８３０千円 

外来、リハビリ、児童通所の機能を有する（仮称）

総合療育センター西部分所（八幡西区）の新設に向け

て、入居予定の建物の改修工事等を行う。 

Ⅱ－２・継続 ＮＵＫＵＭＯＲＩ（ぬくもり）プロジェクト推進事業 

１３，８５９千円 

障害者の福祉的就労環境の向上、社会参加の推進を

図るため、障害福祉サービス事業所等のブランド製品

等の開発、販路開拓・促進等を支援し、共同受注窓口

の運用を図るなど、賃金・工賃アップへの取り組みを

推進する。 
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Ⅱ－２・継続 障害者就労支援強化事業 

９，２２５千円 

「北九州障害者しごとサポートセンター」に、就労

プロモーターを配置し、特別支援学校、就労移行支援

事業所、職業能力開発校、企業と密接な連携を図り、

「早期の相談・支援体制の構築」「職場実習の機会の提

供」等を通じ、福祉施設等から一般就労への移行を促

進する。 

（４） 地域における見守り・支え合いのネットワークづくり 

Ⅱ－１・新規 北九州市地域福祉計画の改定

４，４９５千円 

 地域包括ケアシステムの構築に向け、平成 22 年度

に策定した北九州市地域福祉計画「北九州市の地域福

祉２０１１～２０２０」を、計画中間年である平成２

７年度に見直し、改定する。 

 Ⅱ－１・拡充 生活困窮者自立支援事業 

１３２，８１３千円 

（うち拡充分 ９１，０２９千円） 

生活困窮者が困窮状態から早期に脱却するため、本

人の状態に応じた包括的な相談支援等を実施するとと

もに、地域における自立･就労支援等の体制を構築する

ことにより、生活困窮者の自立を支援する。（平成２７

年度より全区で実施） 

Ⅱ－１・継続 生活保護適正化等事業 

３６４，０２０千円 

稼働年齢層への効果的な就労支援など、実効性のあ

る自立支援に取り組むとともに、濫救防止に向けた不

正受給防止対策の推進や医療・介護扶助の適正化のた

め、看護師、ケアマネジャーなど専門職を活用して、

生活保護の適正実施を図る。 

Ⅱ－２・新規 地域相談支援事業（介護特会） 

５０，２０２千円 

地域の見守り・支援を強化するために、地域支援コ

ーディネーターが地域に出向き、福祉協力員などの身

近な地域の支え手の発掘や互助活動を支援する。 
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Ⅱ－１・継続 買い物応援ネットワークの推進 

６，０００千円 

         高齢者などが安心して買い物できる環境づくりを進

めるため、民間事業者と地域をつなぐ仕組みづくりや、

地域住民が主体となった買い物支援活動の立ち上げ支

援に取り組み、地域社会の協働による買い物支援のネ

ットワークの構築を図る。 

Ⅱ－３・継続 人権の約束事運動 

６，０００千円 

市民一人ひとりが、日常生活の中で人権を尊重し、

行動として現せるようなまちを目指す「人権の約束事

運動」を市民とともに推進する。 

（５） 地域を支える医療・衛生管理体制の充実 

 Ⅱ－１・新規 ２０２５年に向けた地域医療ビジョン調査・研究事業 

                         ８，４３２千円 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、

在宅医療を中心に地域における医療提供体制の整備を

推進していくために、医療のニーズや医療資源に関す

る現状の分析、将来予測等について調査・研究を行う。 

Ⅲ－１・新規 犬猫致死処分ゼロ対策事業 

                ３２，２６２千円 

これまで、行政とボランティアの取組みにより、致

死処分数は大幅に減少したが依然として多い状況であ

る。そのため、動物愛護センターの施設整備・人員体

制強化及び啓発による市民の理解と協力により、平成

31 年度までの 5 年間で致死処分ゼロを目指す。 

Ⅱ－２・拡充 結核・感染症発生動向調査事業 

                １４，０５１千円 

（うち拡充分 ８，１０５千円） 

従来から行っている「感染症法」に基づく、感染症

情報の把握、分析、情報発信に加え、近年、多様化す

る感染症の発生状況に迅速かつ適切に対応できる体制

を整備・強化するため、感染症発生動向調査事業の充

実を図る。 
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Ⅱ－２・拡充 新型インフルエンザ対策事業 

                ２８，８５９千円 

（うち拡充分 ２４，１２７千円） 

平成２１年に発生した新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１

Ｎ１）対策等を踏まえ、今後の再流行や新たな発生に

備えた検討等に加え、「帰国者・接触者外来」を設置す

る協力医療機関における感染予防のために必須となる

備品の整備、検査体制の強化を図る。 

Ⅱ－２・拡充 難病患者等支援事業 

                  ８，８９６千円 

（うち拡充分 ６，３３７千円） 

地域における難病患者等の日常生活の支援や、患者

等の自立と社会参加を促進し、患者及び家族の生活の

質の向上を図るため、難病に関する知識の普及や相

談・支援体制の充実・強化に取り組む。 

Ⅱ－１・継続 斎場大規模改修事業 

４０８，２０３千円 

建築後 30 年を経過する、東部斎場及び西部斎場に

ついて、老朽化対策として大規模改修工事を行う。 

 Ⅱ－１・継続 食肉センター老朽化対策事業（食肉センター特会） 

８９，４８４千円 

現施設は、稼動開始以来 25 年が経過し、施設の老

朽化が進み、業務に支障が生じている。 

このため、平成 25 年度から施設の大規模改修に着

手し、施設設備の改修及び機械器具等の更新工事によ

り、と畜機能の改善を図る。 


